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• POPs条約において、予防的な
取組方法に基づき廃絶対象とな
ったものについて、化審法において
、製造・輸入を原則禁止済み
(PFOS,PFOA,PFHxS)

• 今後も、廃絶対象となった物質に
ついて、迅速に対応

• PFOS等含有泡消火薬剤の在
庫量調査、適正管理・代替製品
への切り替えの促進

• 環境モニタリングを強化し、暫定目
標値を超過した場合に、対応の手
引きに基づき、飲用摂取防止や追
加調査等を実施

• 環境中濃度の低減のための対策
技術に関する調査の推進

• 食品や農作物の含有実態調査、
濃度低減技術の開発状況等を踏
まえ、水環境中の暫定目標値の取
り扱い等について検討

• 人への曝露は、主に経口摂取で
あることが指摘されており、飲料水
・食品への対応が重要。

• 水道水質の目標値について、今
春を目途に方向性の取りまとめ

• PFAS血中濃度と健康影響等と
の関連について、エコチル調査等
を活用した研究を推進

• 河川や地下水などの水環境において、高濃度のPFASが検出されている事例が確認されていることから、住民の不安に寄り添い、透明性を
確保しながら適切な情報発信が必要。

• 国民向けのQ&A集を作成、周知
• 自治体職員が活用できるよう、行政官向けハンドブックの作成

②更なる汚染拡大の防止
「広めない」

①環境中への新たな排出抑制
「作らない・出さない」

③健康影響の未然防止
「摂取しない」

④リスクコミュニケーションの推進
「正しく知る」

◼ PFAS対策については、国内外の健康影響に関する科学的知見及び対策技術等の継続的な収集を図りつつ、科学的
根拠に基づく対応と国民へのわかりやすい情報発信を図る。

◼ 具体的には、関係省庁とも密に連携しつつ、「環境中への新たな排出抑制」「更なる汚染拡大の防止」「健康影響の未
然防止」「リスクコミュニケーション」の４つの柱で取組を推進

PFAS対策の基本的方向性
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水道水におけるPFOS及びPFOAに関する検討

PFOS及びPFOAは、水道においては令和２年に水質管理目標設定項目に位置づけられており、

暫定目標値として50ng/L（PFOS及びPFOAの合算値）が設定。

〇内閣府食品安全委員会の評価結果（令和６年６月）等を踏まえ、令和６年７月に、
水道水におけるPFOS及びPFOAの目標値等の見直しについて、専門家による議論を開始。

〇「水道水におけるPFOS及びPFOAの検出状況に関する全国調査」の結果等を踏まえて
検討を進め、12月24日に専門家による検討会において方針案を議論し、おおむね了承を得た。
＜方針案の主な内容＞
・水質基準への引き上げ、基準値はPFOS及びPFOA合算で50ng/L
・水道事業者等の基準順守に向けた対応等を考慮し、令和８年４月１日に施行

〇今春を目途に、水道水質基準への引き上げ等に関する方向性を取りまとめる予定。

水質基準
（水道法第４条、省令）

水質管理目標設定項目
（局長通知）

要検討項目
（課長通知）

• 水道事業者等が水質基準に準じた検査等の実施に努め
水質管理に活用

（参考）水道水質基準等の体系

PFOS・PFOA
（2020年～）

PFHxS
（2021年～） • 毒性評価が定まらない、浄水中存在量が不明等

• 水道事業者等に遵守義務・検査義務あり
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（参考）水道水におけるPFOS及びPFOAの全国調査

■水道施設におけるPFOS及びPFOAの検出状況等を把握するため、水道事業者（簡易水道事業※１含む）
、水道用水供給事業者、専用水道※２の設置者を対象に、国土交通省と共同で令和６年５月29日に「水
道におけるPFOS及びPFOAに関する調査」を発出（集計期間：令和２～６年度、回答期限：９月末）
※１ 簡易水道事業：給水人口5,000人以下の水道事業

 ※２ 専用水道：寄宿舎、社宅等の自家用水道等で100人を超える居住者に給水するもの
又は1日最大給水量が20m3を超えるもの

◼ 全国調査のうち、水道事業及び水道用水供給事業の結果を11月29日に公表。専用水道の結果は、12月24
日に公表。

○水道事業及び水道用水供給事業について

・検査を行ったことがある事業数： 2,227（総数3,755）

・暫定目標値を超過した事業は、令和２年度は11事業あったが、年々減少し、令和６年度（9月30日
時点）は０事業。

（令和５年度までのいずれかで暫定目標値を超過した全14事業は、最新の検査結果では、全て暫定目
標値を下回っている）

○専用水道について

 ・検査を行ったことがある設置者数：1,929（総数8,177）

・うち、暫定目標値（PFOS・PFOAの合算値で50ng/L）を超過した専用水道数は、42。国設専用
水道の超過事例についてあわせて公表。

 ・超過した専用水道の多くでは、水道水への切替え等の対応措置済み又は飲用しないような対応がと
られている。

 ※一部の専用水道では、設置者に対して引き続き指導中

＜調査結果の概要＞
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